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１．背景･目的 

 

 家庭部門エネルギー消費量をピーク時刻や世帯の多様

性を考慮に入れて推計するために，在宅時の詳細な行為

が把握できるNHK国民生活基本調査（以下，NHK調査）を

用いた生活スケジュールのシミュレーションが行なわれ

ている１）～７）． 

 しかしNHK調査には，①全国単位・個人単位のデータ

であり特定の都道府県や都市圏，世帯属性による違いが

わからない，②行為の開始時刻がわからない，など不十

分な点がある． 

 一方，パーソントリップ調査（以下，PT調査）では移

動の開始時刻や移動目的･施設の種類から在宅・移動・

外出（自宅以外の施設滞在）の長さと時刻など，部分的

に生活スケジュールが把握できる．在宅時や一部の外出

時の行為が把握できないが，NHK調査を用いてこれらの

行為のみをシミュレーションする方法も考えられる． 

 そこで本研究ではPT調査とNHK調査を組み合わせ生活

スケジュールのシミュレーションを検討し，その妥当性

を検証することを目的とする． 

妥当性の検証を，都市圏や世帯属性別などさまざま

な属性区分で公表されサンプル数が多い社会生活基本調

査との比較により行なうことで，NHK調査では考慮でき

ない属性別の生活スケジュールの妥当性を検証できる． 

 PT調査とNHK調査を組み合わせて生活スケジュールが

生成できれば，在宅時の行為と交通行動から家庭部門と

旅客部門エネルギー消費量が世帯単位で同時に推計する

ことが可能になり，生活スケジュールの変化を通じた両

部門の相互関係の分析をすることに用いることを考えて

いる． 

 

 

２．先行研究のレビューと本研究の特徴 

 

 NHK調査には行為項目ごとに，行為者率(属性ごとの行

為を行なった人の割合)・行為者平均時間・時刻別行為者

率が公表されている．先行研究では，行為者率の高い行

為を優先的に割り当てる１）２）３），時刻別行為者率をピ

ークごとに分割する４），など様々な方法が検討され行

為者率・行為者平均時間・時刻別行為者率を精度よく再

現している． 

しかし，行為者率・行為者平均時間・時刻別行為者

率が再現できている場合でも，移動をせずに外出が始ま

るなど非現実的な生活スケジュールが生成される場合が

多い．PT調査では在宅・移動・外出時間の長さと時刻か

ら特定できる行為があり，この問題を緩和できる． 

 また，先行研究では個人単位で生成したスケジュール

を単純に組み合わせたものを，家族類型別など世帯単位

の生活スケジュールとみなしている１）２）４）５）６）７）． 

しかし，同じ個人属性でも世帯属性が異なることで

行為者平均時間や時刻別行為者率が異なる８）ため，個

人を単純に組み合わせるだけでは，世帯単位の生活スケ

ジュールを表現できない．また世帯人員が同時に同じ行

為（テレビを一緒に見るなど）を行なう，共有時間の影

響９）を考慮していない．さらに世帯属性によっては行

ないえない行為（子供のいない世帯に「子供の世話」を割り

当てるなど）を考慮できない． 

PT調査を用いれば世帯属性が把握できるため世帯単

位の生活スケジュールを生成でき，世帯属性ごとに公表

されている社会生活基本調査との比較も可能になるため，

各世帯属性の生活スケジュールの妥当性が検証できる． 

 世帯単位の生活スケジュールを居住地に対応させるこ

とでエネルギー消費量の空間分布が推計されている６）

７）が，居住地による生活スケジュールの違い８）も考慮

されていない．また全国単位で生成した生活スケジュー

ルを特定の都市圏に適用している．PT調査では世帯ごと

の居住地がわかるため，居住地による生活スケジュール

の違いを考慮できる． 
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 以上のようにPT調査を用いることでNHK調査のみでは

考慮することのできない点を踏まえた生活スケジュール

を生成することができる． 



３．方法 

 

まず PT 調査で得られるサンプルごとに表 1 に示す

NHK 調査との対応が付く行為で集計する．「買物」「療

育･静養」は NHK 調査では移動時間も含めた時間で集計

されている点を留意する． 

表 1 で把握できない行為は「在宅」か「外出」とし

て集計し，NHK 調査の行為者比率・平均行為時間から行

為を割り当てていく．ここで｢外出｣とは施設別の滞在時

間をさす． 

PT 調査で把握できる世帯属性から考えて，NHK 調査

の行為項目のうち，行い得ない行為を論理的に判定し，

そのサンプルの行為者率をゼロ（あるいは少なくとも在

宅時の行為者率はゼロ）とする（表2）． 

NHK 調査では行為者率，平均行為時間，時刻別行為者

率がわかる．時刻は15分単位であり一日が96コマにな

っている．以下に行為の割り当て手順を示す．①，②と

もに「在宅」「外出」の行為を限定して行う（表3）． 

 

①行為の実行の有無と行為時間の決定 
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行為者比率を基に行為の選択を行う．ランダムに行

為を選択し，一様乱数がその行為の行為者比率 以

上ならば，その行為

NHK
ijP

j を行うこととする（ なら
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次に行為 j の行為時間 を，平均行為時間 ，

標準偏差 に従う対数正規乱数により決定する．こ

の手順を が在宅（外出）時間±αになるまで繰

り返すが，すべての行為を行っても条件を満たさなけれ

ば最初からやり直す．そしてランダムにα時間行為を減

らし合計２４時間にする． 
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②行為の時刻の決定 

 まず睡眠 の時刻別行為者率 を基に開始時

刻を決定し，その時刻から 行うこととする． 

sj = NHK
istP

NHK
isT

表１ PT調査から類推できるNHK調査の行為 

NHK調査 PT調査 

行為 移動目的 到着施設 

食事 社交・娯楽・食事・

レクレーション 

飲食店 

買物 買物(移動時間も含） すべて 

療育･静養 その他の私用目的

（移動時間も含） 

医療･厚生･福祉

施設 

家庭雑事

(銀行･役所

へ行く) 

その他の私用目的 事務所･会社･銀

行 

官公庁 

スポーツ その他の私用目的 体育館･スポー

ツ施設 

仕事 勤務先へ，業務 すべて 

学業 通学 すべて 

通勤 通勤・帰宅 自宅 

通学 通学 すべて 

 

表２ PT調査の属性で行なわないと判断できる行為 

世帯属性 行為 

自営業・在宅勤務 外出時の仕事 

（在宅時に限定） 

子供の人数がゼロの世帯 育児 子供の世話 

通学･買物トリップ数ゼロ 通学・買物 

 

次の行為は終了時刻 における時刻別行為者率 NHK
isTt +

を基に決定し， 分埋める． NHK
ijT

すでに PT 調査から行為が埋めてある場合はその部分

を飛ばす．これを在宅（外出）時間がすべて埋めるまで

繰り返す． 

 

③精度の検証 

作成された生活行動データの精度の検証を社会生活基

本調査との比較から行なう．精度は行為を行なったかど

うかを示す行為者率が高い行為ほど当てはまっている必

要がある． 

そして行為者率の高さごとに行為者平均時間の当ては

まりを検証する．時刻別行為者率の比較は９６コマの平

均的な当てはまりを示す誤差率（ ）で検証する． EST
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表３ NHK調査と社会生活基本調査の行為の対応関係 

項目 在宅 外出 移動 項目 在宅 外出 移動
睡眠 ○ 睡眠 ○

食事 ○ ○ 食事 ○ ○

身の回りの
用事

○
身の回りの用

事
○

療養・静養 ○ ○ 受診・療養 ○ ○
仕事 ○

仕事の付き
合い

○

授業・学内
の活動

○ 学業 ○

学校外活動 ○ ○
学習・研究(学

業以外)
○ ○

炊事・掃除・
洗濯

○ 家事 ○

買い物 ○ 買い物 ○
子供の世話 ○ ○ 育児 ○ ○
家庭雑事 ○ ○ 介護・看護 ○ ○

通勤 ○
通学 ○

社会参加 ○
ボランティア活

動
○

会話・交際 ○ ○ 交際・付き合い ○ ○
スポーツ ○ スポーツ ○

行楽・散策 ○
移動(通勤・通

学を除く)
○

趣味娯楽 ○ ○
インターネッ

ト
○ ○

テレビ ○ ○
ラジオ ○ ○
新聞 ○ ○

雑誌・漫画・
本

○ ○

CD・テープ ○ ○
ビデオ ○ ○
休憩 ○ ○ 休養・くつろぎ ○ ○

その他・不明 ○ ○ その他 ○ ○

テレビ・ラジオ・
新聞・雑誌

趣味・娯楽

○ ○

○ ○

仕事

通勤・通学

○

○

NHK調査 社会生活

 

比較の際，NHK調査と社会生活基本調査では在宅時の

行為が中心に公表されているが，行為の定義や区分が異

なっているため,対応関係を仮定する必要がある．表３

に行為の対応関係を示した． 

 

４．使用データ 

 

PT調査は第3回仙台PT調査を用いる．社会生活基本調

査は宮城県の集計を，NHK調査の全国の集計を用いる． 

今回は分析対象としてPT調査のサンプルのうち，３

０代男勤め人のサンプル（6500人）を用いている（社会

生活基本調査では25～30歳の男有業者）． 

 

５．結果 

 

表４に行為者率(％)，行為者平均時間(分)，時刻別

行為者率ESTについて,本研究と社会生活基本調査を比較

結果を示す． 

図１に社会生活基本調査における行為者率が50％以

上(睡眠,身の回りの用事,食事,通勤･通学,仕事,テレビ･

ラジオ･新聞･雑誌,休養･くつろぎ)，10％以上50％未満

(移動,趣味･娯楽，交際･付き合い)，10％未満(家事,買

い物,学業,育児,学習･研究(学業以外),スポーツ,受診･

療養,その他,介護･看護,ボランティア活動)の３つに分

けて行為平均時間の本研究の値と社会生活基本調査の値

を示した． 

表４ 社会生活基本調査との比較 

EST値（％）

社会生活 本研究 社会生活 本研究 本研究

睡 眠 100.0 95.9 444 416 5.6
 身の回りの 用 事 92.9 87.8 32 46 2.2

食 事 99.4 88.5 74 49 4.9

通勤・通学 81.2 90.3 70 81 2.5

仕 事 93.9 96.4 550 581 7.1

学 業 0.0 0.1 0 558 0.4

家 事 5.7 9.3 95 56 0.6

介護・看護 0.0 7.3 0 87 0.4

育 児 5.3 7.3 62 110 0.8

買い物 9.2 3.6 31 59 0.5

移動 14.8 45.7 124 155 4.2
  テレビ・ラジオ・新聞・雑誌 68.2 92.2 134 154 3.8

 休　養・くつろぎ 64.5 36.4 75 53 4.6
 学習・研究(学業以外) 7.4 0.0 133 0 0.3

趣味・娯楽 15.6 27.9 134 131 1.5

スポーツ 3.7 0.5 127 67 0.1

ボランティア活動 3.2 2.4 140 104 0.2
 交　際・付き合い 14.9 11.6 153 114 0.8

受診・療養 1.3 2.2 323 73 0.8

その他 3.8 26.9 33 59 0.9

行為者比率（％） 行為者平均（分）
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図１ 行為者率別・行為者平均時間 

 

表４･図１を見ると行為者率が高い（行為者率が１

０％以上の）行為は行為者率・行為者平均時間ともあて

はまりが良く，全体としてよく再現できている．行為者

平均時間が極端に外れている学業や受診・診療は行為者

率が小さくシミュレーションごとに変動する行為である． 

ただし行為者率が50％以上の行為のうち，行為者率

に誤差が見られる行為があるため,これらについて考察

する．食事，仕事，休養･くつろぎをみると，時刻別行

為者率が食事は12時台が40～50％過小に，休養･くつろ

ぎ(これは仕事場での休憩時間も含まれる)は15時台が2

0％過小に推計されており，仕事は12時台，15時台が過

大に推計されている．これはPT調査では仕事中の移動を

伴わない食事や休養･くつろぎは記録されないため，行

為が割り当てられなかったためである． 

休養・くつろぎは３０代有業者の場合，15時台がも

っとも時刻別行為者率が高く，この時刻に割り当てられ

ないともう行為しないことになり，そのため全体の行為



者率も３１％と大きく社会生活基本調査と差が生じたと

考えられる．こうした行為は社会生活基本調査から推測

して割り当てていくことも考えられる． 

テレビ･ラジオ･新聞･雑誌は６，７時台が20％過小に

なっている．これはNHK調査ではテレビ視聴時のながら

行為が調査されており，食事や身の回りの用事などと同

時に行なっていても行為していることになるが，社会生

活基本調査では調査されておらず，この時刻に行為者率

の高い食事のみが行為していることのみが集計されてい

るためだと考えられる．こういった点はNHK調査を優先

していくことも考えられる． 

 以上のように，行為者率の誤差の大きかった行為は，

PT調査で移動として記録されない行為や，社会生活基本

調査で記録されない行為であった．今回はあくまでもPT

調査の実績データを優先的に用いているが，上記のよう

に今後統計データそれぞれの特徴をより明確に考慮して

精度を上げることが可能であると考える． 

 

４．結論 

 

本研究では，NHK調査のみで生活スケジュールをシミ

ュレーションする方法について問題点を指摘し，それに

代わる方法として，PT調査とNHK調査を組み合わせ生活

スケジュールを生成する方法を提案した． 

具体的には，PT調査で一日の行為についてNHK調査と

の対応する情報が得られることを利用して，各サンプル

のスケジュールの中で（NHK調査の行為として）既知で

ある行為については区別し，それ以外（特に在宅中の）

行為をNHK調査でシミュレーションを行なうことで割り

当てるという方法である． 

その結果，（３０代男勤め人のみであるが）行為者

率の高い（行為者率10％以上の）行為は行為者率・平均

行為時間とも社会生活基本調査とよく当てはまっており，

時刻別行為者率も誤差１０％以内であり,妥当性を示す

ことができた． 

今後ほかの属性についても妥当性の検証を進める必

要はあるが，PT調査を用いてもNHK調査と組み合わせる

ことで在宅時の行為についても精度良くシミュレーショ

ンができ，交通行動と在宅時の行為を同時捉えていくた

めの方法として用いて家庭部門と旅客部門エネルギー消

費量が世帯単位で同時に推計できると考える． 

 

５．今後の課題 

 

今後の課題は以下のとおりである． 

・ 今回はひとつの年代のみであったため，全サンプル

に分析を拡げる．それに伴い社会生活基本調査との

比較を年代別のみではなく，世帯人員数や家族類型，

都市圏全体などほかの属性区分との比較から妥当性

の検証をする． 

・ 世帯人員間の関係から推測した行為を修正する．考

慮しなければならない点として，世帯人員間の相互

作用と共有時間の考慮がある． 

・ PT調査から把握できる世帯人員間の出発帰宅時刻の

ずれや同乗トリップ，共有在宅時間，そして,社会

生活時間調査の項目には「一緒にいた人」がわかる

ため，これらの情報を組み込むことで考慮できる可

能性があると考えている． 

・ 在宅時の行為と交通行動が同時に把握できることを

利用して，世帯の家庭部門と旅客部門エネルギー消

費量を同時に推計する． 
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